
資料－２

港湾の事業継続計画（港湾BCP）の港湾の事業継続計画（港湾BCP）の
策定について

平成27年3月20日

近畿地方整備局 港湾空港部近畿地方整備局 港湾空港部

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



１．港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定

・昨年度の本協議会において、平成25年度末に大阪湾ＢＣＰ（案）を公表し、関係する関係する５つの港につい
ては、平成27年度まで策定をお願いしている。

・また、平成25年の港湾法一部改正に際し、衆参両院において、「港湾事業継続計画の策定を全国的に進め、
非常災害時に港湾物流機能の維持と早期復旧が図られるよう最善を尽くすこと｣等の附帯決議がなされてお
り、港湾ＢＣＰの早期の策定が望まれている。

・さらには、平成26年6月に策定された国土強靱化アクションプランにおいて、重要港湾以上の港湾事業継続
計画（港湾BCP）の策定率を平成28年度までに100％となっている。

［策定向けてのポイント］
①計画の基本的な考え方
②想定地震・津波の規模及び被害想定
③回復時期 回復水準の目標③回復時期、回復水準の目標

※需要サイドからみた制約条件（どの程度の期間、生産や流通等を止められるか）を検討し、可能であ
れば計画に反映させる。

④港湾管理者及び港湾関係者等による協議会等を設置し、発災時の行動計画と関係者間の連携体制を
定める。

⑤広域的な港湾の連携体制
⑥計画に基づく講習、訓練
⑦計画の継続的な見直し（ＰＤＣＡサイクル）

1

⑦計画の継続的な見直し（ＰＤＣＡサイクル）



１．港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定

【策定目標】【策定目標】
国土強靱化アクションプラン2014におけるＫＰＩ（重要業績指標）（抜粋）

5-5）太平洋ベルト地帯の幹線が切断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止
○国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾における港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）が
策定されている港湾の割合 3%(H24) → 100%(H28)

6 1）電力供給ネットワ ク（発変電所 送配電設備）や石油 ＬＰガスサプライチェ ンの機能6-1）電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能
の停止
○製油所が存在する港湾における、関係者との連携による製油所を考慮した港湾の事
業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定率 0%(H24) → 100%(H28)

【策定支援】
・国土交通省港湾局では、平成26年度中に「港湾ＢＣＰ策定ガイドライン（仮称）」を作成・配布する予定。国 交通省港湾局 は、平成 年度中 港湾 策定ガイ ライン（仮称）」を作成 配布する予定。

・近畿地方整備局では、近畿管内の港湾管理者に集まっていただき、国土交通省港湾局より「港湾ＢＣＰガ
イドラインの配布に向けた事前説明会」を開催。

・また、港湾管理者からの質問等に対して随時対応を行っているところ。

【平成２７年度末までに策定していただく港湾】
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【平成２７年度末までに策定していただく港湾】
神戸港、尼崎西宮芦屋港、大阪港、堺泉北港、和歌山下津港



２.全国の港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定状況

全国１２５港の国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾のうち、港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）を策定済みの

（「波となぎさ」
第194号より転載）

全国 港の国際戦略港湾 国際拠点港湾 重要港湾のうち、港湾の事業継続計画（港湾 ）を策定済みの
港湾は20港、策定中は24港、準備中は9港となっている。（平成26年6月末時点）
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